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切に保たれ、自然の循環に沿う形で農林水産業を含む社会経済活動を自然に調和し

たものとし、また様々な自然とのふれあいの場や機会を確保することにより、自然

の恵みを将来にわたって享受できる「自然共生社会」の構築が必要である。 
 
目指すべき持続可能な社会は、このような側面を有するものであり、現在、それ

ぞれの実現に向けた取組がともすれば縦割りで行われる傾向にあるが、目指すべき

社会が複数存在するわけではない。例えば、地球温暖化による生物多様性への影響

や３Ｒを通じた地球温暖化対策への貢献など、それぞれの側面の相互関係を踏まえ、

私たち人間も地球という大きな生態系の一部であり、地球によって生かされている

という認識の下に、統合的な取組を展開していくことが不可欠である。自然との共

生を図りながら、人間社会における炭素も含めた物質循環を自然、そして地球の大

きな循環に沿う形で健全なものとし、持続的に成長・発展する社会の実現を図るべ

きである。 

 
 

③ すべての関係者の参加と協働による持続可能な社会づくり 
 

持続可能な社会の構築は、我が国のみならず世界共通の課題であり、国際社会の

場で取り上げられるようになってから既に相当の年数が経過している。例えば、「環

境と開発に関する世界委員会」（WCED）がその報告書「我ら共有の未来」において「持

統可能な開発」の概念を定義し、世界に向かって提唱したのは 1987 年であり、その

時点から数えれば今年で既に 20 年目の節目を迎えることになる。 
 
今日では、持続可能な社会の実現の必要性に対する認識が国内外に幅広く浸透し、

その実現に向けた様々な取組が、我が国を含む世界各国・各地域でより積極的に講

じられるようになってきている。しかしながら、こうした取組にも関わらず、依然

として地球規模で環境問題が進展しており、これまでの取組が十分な成果を上げて

いるとは言い難い。地球温暖化などの問題の深刻さにかんがみれば、危機意識を持

って、これまでの取組をさらに推し進めることが必要となっている。 
 
人類の活動が質量ともに拡大し、環境問題が一層複雑化・多様化している中、持

続可能な社会の実現は決して容易ではないが、健全で恵み豊かな環境を将来世代へ

と継承していくためには、国内外の幅広い関係者の参加と協働の下、環境保全を願

う気持ちを一つに束ねて、一人一人の取組の輪を広げ、力強く後押していくことが
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今求められているといえよう。 


